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現在、経済産業省（中小企業庁、中小機構等）や厚生労働省では各種補助金・助成金制度を

創設し、随時申請受付を行っています。 
スタッフの労働環境の整備や効率化といった働き方改革に通じるもの、給与アップに向けた

支援制度であったり、事業承継への補助であったりと多種多様な補助制度があります。これら
の各補助金・助成金を経営の安定化やスタッフの雇用安定等に活用しない手はありません。 

ただし、各補助金・助成金については、申請時期や条件について、予め確認することを怠っ
てはなりません。 

 

 
経済産業省では、事業所のデジタル化推進や AI 導入支援、事業承継・M&A への補助、小規

模事業者の経営持続化の支援、事業省力化のための設備投資への補助等、様々な補助金制度を
創設し、申込みを受け付けています。 
 
■経済産業省（中小企業庁・中小機構等）の補助金等 

名称 対象や内容 条件等 補助枠 

中小企業省力化投資

補助金（カタログ型） 
IoT 機器、ロボット他 

対象商品リストに登録さ
れた省力化製品を選択し
た費用補助 

補助率：1/2  
補助上限：1,500 万円 

まで 

中小企業省力化投資

補助金（一般型） 

オーダーメイド、セミオ
ーダーメイド性のある省
力化のための設備導入や
システム構築等 他 

労働生産性の年平均成長
率４％向上を目指す事業
計画に取組むための設備
やシステムの費用補助 

補助率：中小企業 1/2、
小規模 2/3 

補助上限：1 億円まで 

デジタル化・AI 導入

補助金 

（旧 IT 補助金） 

電子カルテ、レセプトコ
ンピュータ、予約管理シ
ステム、キャッシュレス
決済、患者管理ソフト等 

G ビズ ID プライム取得
（必須）を条件に、設備
やシステム、ソフト等へ
の費用補助 

補助率：1/2〜4/5 
補助上限：450 万円まで 

事業承継・ 

M&A 補助金 

事業承継・M&A 時に関わ
る設備投資や経営資源の
引継ぎ、経営統合にかか
る経費等               

売り手側、買い手側双方
とも対象（条件有）、医療
法人は対象外、中小企業
と小規模事業者で支給の
条件差有 

補助率：1/2〜2/3、 
100万円〜1,000万円

（800 万円の場合有）＋ 
 廃業費 300 万円以内 

ものづくり・商業・

サービス生産性向上

促進補助金 

第 23 次公募は令和 8 年
５月受付締め切りとなっ
ています。次回の申込み
等は未発表です。 

保険医療機器は対象外  

１ 経済産業省の補助金  

01 歯科医院で活用できる補助金・助成金 



設備投資・職場環境整備・人材育成を支援する 補助金・助成金活用ガイド 

2 

 
厚生労働省では、働き方改革への取組み、スタッフの有期雇用から無期雇用への転換、給与

アップ、研修への取組み、医療費助成受給者証及び診察券のマイナンバーカードへの一体化へ
の支援、業務改善、育児と介護等が両立できる職場環境づくり等の取組み支援、といった補助
金・助成金を設け、申込みを受け付けています。 
 
■厚生労働省関連の補助金・助成金 

名称 対象や内容 条件等 助成枠 

キャリアアップ助成金 

（賃金規定等改善 

コース） 

パート職員等の非正
規労働者の賃金引上
げが対象 

有期雇用労働者等の賃金
３％以上の増額。 
労働者数や引き上げ額に
より変動。 

中小企業 
4 万円〜７万円 

両立支援等助成金 

（出生時両立支援 

コース） 

①男性の育休取得 
②男性の育休取得率

の上昇等 

➀対象労働者が子の出生
後８週以内に育休開始 

②有給取得率が 30％以上
UP&50％達成等 

➀１人目：20 万円 
2・3 人目： 

10 万円 
②60 万円 

両立支援等助成金 

（介護離職防止支援 

コース） 

労働者が介護休業を
取得した場合、介護両
立支援制度や介護休
暇制度を有給化し労
働者が利用した場合 

➀従業員が介護休暇を取
得し、職場復帰した場
合 

②介護休暇制度を導入し
対象労働者が利用した
場合 

③有給の介護休暇制度を
導入し、労働者が利用
した場合 

➀40 万円 
②20 万円〜 

25 万円 
③30 万円 等 
それぞれ条件あり 

両立支援等助成金 

（育児休業等支援 

コース） 

労働者の円滑な育児
休業の取得や職場復
帰に取り組み、育児休
業を取得した場合 

➀育休取得時の支援等 
②職場復帰時の支援等 

①30 万円 
②30 万円 

両立支援等助成金 

（柔軟な働き方選択

制度等支援コース） 

柔軟な働き方選択制
度を３つ以上導入し
た上で、労働者が制度
を利用もしくは有給
の子の看護等休暇制
度を導入し、利用した
場合 

➀柔軟な働き方選択制度 
②子の看護等休暇制度有

給化支援 

①20〜25 万円 
②30 万円 

２ 厚生労働省関連の助成金 
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名称 対象や内容 条件等 助成枠 

人材開発支援助成金

（人材育成支援 

コース） 

雇用する労働者に対して、
その職務に関連した専門
的な知識及び技能を取得
させるための訓練等を計
画に沿って実施した場合 

10 時間以上の OFF-JT や、
新卒者用等の OJT と OFF-
JT の組み合わせの訓練等
を行う 
投下時間や訓練内容、対象
者レベル（新卒、中途採用、
有期労働者）による 

時間単位の賃金 
助成： 
400 円〜1,000 円 
経費助成率： 
30％〜100％ 
OJT 実施助成額： 
９万円〜25 万円 

人材開発支援助成金

（教育訓練休暇等 

付与コース） 

有給教育訓練休暇制（３年
間で５日以上）を導入し、
労働者がその休暇を取得
して訓練を受けた場合 

経費助成を行う 30 万円・36 万円 

人材開発支援助成金

（人への投資促進 

コース） 

訓練内容： 
高度デジタル人材訓練
や成長分野等人材訓
練、定額制訓練等 

制度作成： 
自発的職業能力開発訓
練制度、長期教育訓練
休暇制度、教育訓練短
時間勤務等制度等 

・各訓練における賃金助成
（時間単位） 

・訓練の経費の助成 
・新規雇用の手当負担 
・OJT 訓練の実施に対する

助成 

OFF-JT や OJT 訓
練によって、賃金
助成や経費助成、
OJT 実施への助成
あり 
 

業務改善助成金 

事業場内で最低賃金を 50
円以上引き上げ、設備投
資を行った場合 

・中小企業・小規模事業者
であること 

• 事業場内最低賃金が、令
和８年度地域別最低賃
金未満であること 

• 解雇、賃金引き下げなど
の不交付事由がないこ
と 

助成率：3/4・4/5 
助成額：30 万円〜

600 万円 

働き方改革推進支援

助成金 

(労働時間短縮・年休

促進支援コース) 

生産性の向上や労働時間
の削減、年次有給休暇取得
促進等のための環境整備
への支援 

成果目標を設定し、達成状
況によって施設整備の実
施に要した費用の一部を
助成 

助成額：上限 25 万
円〜150 万円 
（条件により加算
あり） 

厚生労働省：各助成金のパンフレット より 

 
次章からは各種助成、補助金について解説していきます。 
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補助金・助成金に関しては、それぞれに申込み条件や支給条件が違うことから、申請書の他

に見積書や製品カタログといった書類を添付する必要性が生じることもあります。 
また、補助金・助成金の中には、事業計画書や設備導入後の経営成果に関する予想書類等が

必要な場合もあります。したがって、各種条件を把握し、申込みまでの事前準備が必要です。 
 

 
（１）中小企業省力化投資補助金 

中小企業基盤整備機構（以降、中小機構）では、人手不足解消に向けた IoT・ロボットや省
人化設備導入を支援するため、中小企業省力化投資補助金を設けています。 

カタログの汎用製品を選択する「カタログ注文型」と事業内容に合わせて多様な設備やシス
テムが導入できる「一般型」があります。ただし、医療法人による申請は原則不可となってい
るので注意が必要です。 
 
■中小機構 中小企業省力化投資補助金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 省力化・デジタル化に関する補助金 

02  

中小機構：中小企業省力化投資 
    補助金パンフレットより 
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（２）デジタル化・AI 導入補助金（旧 IT 導入補助金） 

中小企業庁では、中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、デジタル化
や DX 等に向けた AI を含む IT ツール（ソフトウエア、サービス等）の導入を支援する補助金
制度を設けています。 

 
■中小企業庁 デジタル化・AI 導入補助金 

 
                    中小企業庁：デジタル化・AI 導入補助金 2026 概要より 

 

 
事業承継・M&A 補助金とは、中小企業者等が、事業承継や M&A に際して行う設備投資等や、

事業承継・事業再編及び事業統合に伴う経営資源の企業・小規模事業引継ぎ、または引継ぎ後
の経営統合に係る経費の一部を補助することによって、事業承継・事業再編及び事業統合を促
進し、我が国の経済の活性化を図ることを目的としたものです。 

 
■中小企業庁 事業承継・M&A 補助金 

 

２ 事業承継・M＆A 補助金 
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                         中小企業庁：事業承継・M&A 補助金より 
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歯科医院の安定的経営には優秀な人材確保と定着、そして継続的な研修・教育が必要です。 
スタッフが望む、気持ちよく働ける環境づくりのためにも、返済不要の助成金・補助金を大

いに活用すべきでしょう。 
 

 
キャリアアップ助成金には、有期雇用職員を無期雇用とする正社員化コース、有期雇用労働

者等の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定し規定を適用させた場合の賃金規定等改定コ
ース、就業規則または労働協約による有期雇用労働者へ賞与・退職金制度を新たに設けた場合
の賞与・退職金制度導入コース等、様々なコースがあります。 

 
■キャリアアップ助成金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ キャリアアップ助成金 

03 キャリアアップ・業務改善に関する助成金 



設備投資・職場環境整備・人材育成を支援する 補助金・助成金活用ガイド 

8 

 
厚生労働省：キャリアアップ助成金より 

 

 
業務改善助成金は、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を 50 円以上引き上げ、生

産性向上に資する設備投資等を行った場合に、その設備投資等にかかった費用の一部を助成す
る制度です。対象は、中小企業や小規模事業者となっています。 

２ 業務改善助成金 
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■業務改善助成金 

 
厚生労働省：令和８年度業務改善助成金のご案内より 
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第３章に続き、厚生労働省の雇用関連に関する助成金について解説します。 
 

 
（１）人材開発支援助成金 

事業主等が雇用する労働者に対して、その職務に関連した専門的な知識及び技能の習得をさ
せるための職業訓練等を計画に沿って実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等
を助成する制度です。 

 
■人材開発支援助成金の助成メニュー 

 

１ 人材開発・働き方改革に関する助成金 

04 育成・働き方・育児との両立に関する助成金 

厚生労働省：人材開発支援 

助成金より 
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（２）働き方改革推進支援助成金 

働き方改革推進支援助成金は、生産性を向上させ、労働時間の削減や年次有給休暇取得促進
に向けた環境整備に取り組む中小企業の事業主への支援が目的です。 
 
■働き方改革推進支援助成金 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                                   

 

厚生労働省：働き方改革推進助成金より 
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この助成金は、労働者の仕事と育児、介護等を両立できる環境づくりを支援する制度です。 
 

■出生時両立支援コース（子育てパパ支援助成金）  

種別 要件 支給額 

①男性労働者の育児休業取得 
対象労働者が子の出生後、８週以内に 
育休開始 

１人目：20 万円 
２・３人目：10 万円 

②男性労働者の育児休業取得

率の上昇等 
育休取得率が 30％以上 UP＆50％達成 等       60 万円 

 
※男性労働者の育児休業取得率の上昇等は１事業主につき１回限りの支給です。 
※男性労働者の育児休業取得率の上昇等申請後の男性労働者の育児休業取得申請および同一年度内に両方の申請はできません。 
※男性労働者の育児休業取得の対象となった同一の育児休業取得者の同一の育児休業について、育児休業等支援コース（育休取得時等）

との併給はできません。 
 

①男性労働者の育児休業取得 

●育児・介護休業法等に定める雇用環境整備の措置を複数実施 ★１ 

●育児休業取得者の業務代替者の業務見直しに係る規定等を策定し、業務体制の整備を実施 ★２ 

●男性労働者が子の出生後８週間以内に開始する一定日数以上(※)の育児休業を取得 

 ※１人目：５日以上、２人目：10 日以上、３人目：14 日以上 
 

②男性労働者の育児休業取得率の上昇等 

●★１および★２の実施 

●以下のいずれかを達成 

 A 申請年度の前事業年度の男性労働者の育休取得率が、 

  前々事業年度と比較して 30％以上 UP＆育休取得率 50％以上（※） 

 B 申請年度の前々事業年度で子が出生した男性労働者が５人未満かつ 

  申請前事業年度と前々事業年度の男性労働者の育休取得率が連続 70％以上 
 

■介護離職防止コース 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※①～③それぞれ、１事業主あたり５人まで、④は１事業主１回限り ※一部については制度利用期間等に応じて増額あり 

 
介護休業：①介護休業の取得・職場復帰支援に関する方針の院内周知 

     ②労働者との面談を実施し、仕事と介護の両立支援プランを作成・実施 

     ③対象労働者が連続 5 日以上の介護休業を取得し、復帰後も支援申請日まで継続雇用 

介護両立支援制度：この制度を対象労働者が一定基準以上利用し、支給申請日まで継続雇用 
 

                   厚生労働省：両立支援等助成金のご案内より 

２ 両立支援等助成金 
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■参考資料 

※本レポート掲載の補助金・助成金を申請する場合は、詳細条件を確認の上お取り扱いをお願いいたします。 

 

厚生労働省：キャリアアップ助成金 

両立支援等助成金 

人材開発支援助成金 

業務改善助成金 

働き方改革推進支援助成金 

経済産業省、中小企業局及び中小機構：中小企業省力化投資補助金 

デジタル化・AI 導入補助金  

事業承継・M&A 補助金  

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金  

 

 

 

税理士法人イースリーパートナーズ 

 
大阪：530-0054 大阪市北区南森町 1-3-29 MST 南森町 3F ☎06-6654-6805 

京都：600-8413 京都市下京区烏丸仏光寺下ル大政所町 680-1 第八長谷ビル 4F ☎075-354-8455 
高槻：569-0803 高槻市高槻町 14-13 丸西ビル ☎072-686-5131 

    
 

 

 
  


